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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ｉ）粒子状顔料、（ｉｉ）有機媒体、ならびに（ｉｉｉ）ヒドロカルビル置換アシル
化剤の塩であって、該ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩が、スクシンイミド官能基をさ
らに含み、該ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩が、式（１）：
　Ｂ－ＣＯ－Ｚ－Ｒ　　式（１）
［式中、
　Ｂは、－ＣＯ－基と共にポリイソブチレン無水コハク酸の残基である３００～５０００
の数平均分子量のポリイソブチレンに基づく疎水性アルキル鎖を含み；
　Ｚは、酸素原子または窒素原子を介してカルボニル基に結合している２価の架橋基であ
り、一般に式：
　－Ｎ（Ｔ）－Ａ－
によって表すことができ；
式中、
　Ｔは、水素、またはＣ１～１８ヒドロカルビル基、またはポリイソブチレン無水コハク
酸の残基であり；
　Ａは、２～６個の炭素原子を含有するアルキレンもしくはヒドロキシアルキレン基であ
り；
　Ｒは、式：
　－Ｎ＋（Ｔ２）（Ｔ３）（Ｔ４）Ｗ－
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によって表される第四級アンモニウム基であり；
式中、
　Ｔ２、Ｔ３およびＴ４は、それぞれ独立して、水素、必要に応じて置換されているアル
キル、アルカリールまたはシクロアルキル基であるか、あるいはＲは、Ｎ－オキシド官能
化第四級アンモニウム基であり；
　Ｗ－は、無色または有色のアニオンである］
の化合物およびその塩である、ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩
を含む、組成物。
【請求項２】
　前記第四級アンモニウム基が、ハロゲン化物、水酸化物、スルホネート、アルキルスル
フェート、ホスフェート、Ｃ１～１２アルキルホスフェート、ジＣ１～１２アルキルホス
フェート、ホウ酸塩、Ｃ１～１２アルキルホウ酸塩、亜硝酸塩、硝酸塩、炭酸塩、重炭酸
塩、アルカノエート、Ｏ，Ｏ－ジＣ１～１２アルキルジチオホスフェートおよびそれらの
混合物からなる群から選択されるアニオン性第四級化対イオンを有する、請求項１に記載
の組成物。
【請求項３】
　前記有機媒体が有機液体またはプラスチック材料である、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　前記有機液体が、総有機液体を基準として少なくとも０．１重量％の極性有機液体を含
む、請求項３に記載の組成物。
【請求項５】
　請求項１に記載の組成物を含む、塗料またはインキ。
【請求項６】
　請求項１に記載の組成物を含む、ミルベース。
【請求項７】
　請求項１に記載の組成物を含む、分散剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（発明の分野）
　本発明は、分散剤の塩、粒子状固体および有機媒体を含む新規な組成物に関する。本発
明は、さらに、インキ、ミルベース、プラスチックおよび塗料などの媒体中のその分散剤
の用途に関する。
【背景技術】
【０００２】
　（発明の背景）
　インキ、塗料、ミルベース、およびプラスチック材料などの多くの配合物は、有機媒体
中に粒子状固体を均一に分布させるための効果的な分散剤を必要とする。その有機媒体は
、極性から非極性の有機媒体まで変化し得る。ポリ（低級アルキレン）イミン鎖などの末
端塩基性基を含有する分散剤は周知であり、一般に、ポリイミンの、末端酸基を含有する
ポリエステル鎖との反応により調製され、その反応はアミドと塩の形の混合物を生ずる。
しかしながら、これら分散剤の多くは、粘度および安定性の特性に対しては保持する性能
が限定されており、印刷インキまたは塗料に組み込まれた場合、流動特性の劣るインキま
たは塗料を与える。したがって、流動特性、粘度および安定性の特性の少なくとも１つに
ついて容認される性能を提供することが可能な分散剤の必要性が存在する。
【０００３】
　特許文献１は、無塩のスクシンイミド分散剤から誘導された分散剤を用いる銅フタロシ
アニンの製造方法を開示している。そのスクシンイミド分散剤は、アルキレンアミンとポ
リイソブチレン無水コハク酸とから誘導される。
【０００４】
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　特許文献２は、少なくとも１つのカルボキシル基またはその塩を有するポリマーおよび
少なくとも１つのカップリング剤を含むポリマー変性顔料を開示している。このポリマー
は、無水酢酸または無水コハク酸などのアシル化剤と反応したポリアミンの誘導体を含む
。
【０００５】
　特許文献３は、ポリヒドロキシカルボン酸の、ジアミン特にアルキレンジアミンおよび
それらの塩との反応によって得ることができるポリエステルアミン分散剤を開示している
。
【０００６】
　特許文献４は、２部のポリヒドロキシカルボン酸を１部のジアルキレントリアミンと反
応させることによって得ることができるポリエステルアミン分散剤を開示している。
【０００７】
　それ故、印刷インキまたは塗料に組み込まれた場合にインキおよび塗料に容認できる流
動特性を与える容認できる粘度および安定性の特性を備えた分散剤を所有することは有利
である。
【特許文献１】米国特許第５，７２１，３５８号明細書
【特許文献２】米国特許出願公開第２００３／０２１３４１０号明細書
【特許文献３】英国特許第１，３７３，６６０号明細書
【特許文献４】米国特許第５，０００，７９２号明細書
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　（発明の要旨）
　特定の分散剤が、粒子状固体を一連の有機媒体、特に非極性有機媒体中に分散させる優
れた能力を有することが見出された。その上その分散剤のいくつかは新規である。
【０００９】
　かくして、本発明によれば、（ｉ）粒子状固体、（ｉｉ）有機媒体、および（ｉｉｉ）
ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩を含む組成物が提供される。
【００１０】
　一実施形態において、本発明は、ヒドロカルビル置換アシル化剤のヒドロカルビル置換
カーボネート塩を含む分散剤を提供する。
【００１１】
　一実施形態において、本発明は、組成物であって、（ｉ）粒子状固体、（ｉｉ）有機媒
体、および（ｉｉｉ）式（１）の化合物およびその塩を含む組成物を提供する。
【００１２】
　　Ｂ－ＣＯ－Ｚ－Ｒ　　式（１）
式中、
　Ｂは、－ＣＯ－基と共にポリイソブチレン無水コハク酸の残基である３００～５０００
の数平均分子量のポリイソブチレンに一般的には基づく疎水性アルキル鎖を含み；
　Ｚは、酸素原子または窒素原子を介してカルボニル基に結合している２価の架橋基であ
り、一般に次式によって表すことができ；
　　－Ｎ（Ｔ）－Ａ－または－Ｏ－Ａ－；
式中、
　Ｔは、水素、またはＣ１～１８ヒドロカルビル基、またはＡによって表される基、また
はポリイソブチレン無水コハク酸の残基であり；
　Ａは、２～６個の炭素原子を含有するアルキレンもしくはヒドロキシアルキレン基であ
り；
　Ｒは、次式によって表される第四級アンモニウム基であり；
　　－Ｎ＋（Ｔ２）（Ｔ３）（Ｔ４）Ｗ－

式中、
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　Ｔ２、Ｔ３およびＴ４は、それぞれ独立して、水素、必要に応じて置換されているアル
キル、アルカリールまたはシクロアルキル基であるか、あるいはＲは、Ｎ－オキシド官能
化第四級アンモニウム基であり；
　Ｗ－は、無色または有色のアニオンである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　発明の詳細な説明
　本発明は、上で定義した組成物を提供する。
【００１４】
　一実施形態において、ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩は、スクシンイミド官能基を
含む。一般的には、そのスクシンイミド官能基は、アミンまたは反応性のその同等物から
誘導される。
【００１５】
　一実施形態において、ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩は、リチウム、カリウムまた
はナトリウムなどのアルカリ金属の塩であり得る。別法では、その塩は、アンモニア、ア
ミン、アンモニウムカチオンまたは第四級アンモニウムカチオンにより形成することがで
きる。一実施形態において、ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩は、アンモニウム塩であ
る。一実施形態において、ヒドロカルビル置換アシル化剤の塩は、スクシンイミドヒドロ
カルビル置換アシル化剤のアンモニウム塩および／または第四級アンモニウム塩を含む。
【００１６】
　一実施形態において、スクシンイミドヒドロカルビル置換アシル化剤のアンモニウム塩
および／または第四級アンモニウム塩は、分散剤である。
【００１７】
　（ヒドロカルビル置換アシル化剤）
　そのヒドロカルビル置換アシル化剤は、いくつかの実施形態において、３００から５０
００、４５０から４０００、５００から３０００または５５０から２５００まで変化する
数平均分子量のヒドロカルビル基を一般的には有する。いくつかの実施形態において、そ
のヒドロカルビル基は、約５５０、または約７５０、または９５０から１０００、あるい
は約１６００または約２３００の数平均分子量を有する。
【００１８】
　一実施形態において、そのヒドロカルビル基は、ポリマーを含む。適当なポリマーの例
としては、ポリオレフィンまたはポリアルキレンオキシドが挙げられる。
【００１９】
　一実施形態において、そのポリマーは、少なくとも１つのオレフィンまたはオレフィン
類のそれとの組合せから誘導することができる。
【００２０】
　いくつかの実施形態において、そのポリマーは、２から８個または３から６個の炭素原
子を含有するオレフィンから誘導される。適当なオレフィンの例としては、プロピレン、
イソブチレン、ペンテンまたはヘキセンが挙げられる。一般的にはそのポリマーはイソブ
チレンから誘導されてポリイソブチレンを生じる。
【００２１】
　一実施形態において、そのポリマーは、末端Ｃ＝Ｃ二重結合基、すなわちビニリデン基
を有する。一般的には、存在するそのビニリデン基の量は、重要ではなく、それはスクシ
ネート化ポリマー（特にスクシネート化ポリイソブチレン）が塩素経路によるかまたは塩
素を含まない経路から調製することができるためである。
【００２２】
　存在するビニリデン基の量は、一般的には、ポリマー分子の少なくとも２重量％、また
は少なくとも４０％、または少なくとも５０％、または少なくとも６０％、または少なく
とも７０％である。しばしば、存在するビニリデン基の量は、約７５％、約８０％または
約８５％である。
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【００２３】
　そのポリマーは、Ｇｌｉｓｓｏｐａｌ（登録商標）１０００またはＧｌｉｓｓｏｐａｌ
（登録商標）２３００（ＢＡＳＦから市販）、ＴＰＣ（登録商標）５５５、ＴＰＣ（登録
商標）５７５またはＴＰＣ（登録商標）５９５（Ｔｅｘａｓ　Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌｓから市販）の商標名で商業的に入手することができる。
【００２４】
　（アシル化剤）
　本発明のアシル化剤は、カルボン酸またはその酸無水物などの１つまたは複数の酸官能
基を備えた化合物であり得る。アシル化剤の例としては、α，β－不飽和モノまたはポリ
カルボン酸、酸無水物エステルまたはそれらの誘導体が挙げられる。アシル化剤の例とし
ては、（メタ）アクリル酸、メチル（メタ）アクリレート、マレイン酸または無水マレイ
ン酸、フマル酸、イタコン酸または無水イタコン酸、あるいはこれらの混合物が挙げられ
る。
【００２５】
　（アミン）
　当該アミンは、当技術分野で知られているアミンであり、置換モノアミン、ポリアミン
またはそれらの混合物などの環状（芳香族および／または非芳香族）アミンが挙げられる
。当業者であれば第四級アンモニウム塩を形成することができる適当なアミン化合物を承
知していよう。
【００２６】
　一実施形態において、このアミンは、少なくとも１つの反応性Ｎ－Ｈ結合（窒素水素結
合）を有する。このアミンは１つまたは複数の第一級および第二級アミン官能基を含有す
ることができる。別法では、このアミンは、１つまたは複数の第一級および第三級アミン
官能基を含有することができる。場合によって、このアミンは、他の官能基、例えばヒド
ロキシルなどによりさらに置換されていてもよい。
【００２７】
　一実施形態における置換モノアミンは、１から２２個の炭素原子を有しており、ヒドロ
カルビル置換アシル化剤との反応が可能な基によりさらに置換されている。一般的には、
このモノアミンは、第二級または第三級アミン官能基を含有する。
【００２８】
　第四級アンモニウムカチオンは、第四級アンモニウムカチオンまたはピリジニウムカチ
オンなどのベンズアルコニウムカチオンであり得る。一実施形態におけるこの第四級アン
モニウムカチオンは、６から２０個までの炭素原子を含有する１つまたは複数のアルキル
基を含有する。
【００２９】
　適当なアミン類の例としては、Ｎ，Ｎ－ジメチル－アミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジ
エチル－アミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－アミノエチルアミン、エチレンジア
ミン、１，２－プロピレンジアミン、１，３－プロピレンジアミン、異性体ブチレンジア
ミン類、ペンタンジアミン類、ヘキサンジアミン類、ヘプタンジアミン類、ジエチレント
リアミン、ジプロピレントリアミン、ジブチレントリアミン、トリエチレンテトラアミン
、テトラエチレンペンタアミン、ペンタエチレンヘキサアミン、ヘキサメチレンテトラミ
ン、およびビス（ヘキサメチレン）トリアミン、ジアミノベンゼン類、ジアミノピリジン
類またはそれらの混合物が挙げられる。
【００３０】
　その他の適当な第四級アンモニウムカチオンの例としては、テトラエチルアンモニウム
、Ｎ－オクタデシル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ－ジドデシル－Ｎ，
Ｎ－ジメチルアンモニウム、Ｎ－ベンジル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムおよび
Ｎ－ベンジル－Ｎ－オクタデシル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムカチオンが挙げられる
。
【００３１】
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　一実施形態におけるポリアミン類としては、エチレンジアミンおよびＮ－メチルプロピ
レンジアミンなどのアルキレンジアミンまたは置換アルキレンジアミン、ポリアルキレン
ポリアミン類、例えば、テトラエチレンペンタミンおよびポリエチレンポリアミンボトム
ス、２－（２－アミノエチルアミノ）エタノールなどの１つまたは複数のヒドロキシ基を
含有するアルカノールアミン、１－（３－アミノプロピル）イミダゾールおよび４－（３
－アミノプロピル）モルホリンなどのアミノアルキル置換複素環式化合物、１－（２－ア
ミノエチル）ピペリジン、３，３－ジアミノ－Ｎ－メチルジプロピルアミン、３，３－ア
ミノビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルプロピルアミン）、米国特許第５６５３１５２号に記載され
ているポリエチレンポリアミン類のトリス（ヒドロキシメチル）アミノメタンとの縮合物
類などのポリアミン類のポリヒドロキシ化合物との縮合物類、あるいはそれらの混合物が
挙げられる。
【００３２】
　ポリアミン混合物のその他の有用な種類は、しばしば「ポリアミンボトムス」と称され
る上記のポリアミン混合物のストリッピングから生ずる残留物として残るものである。一
般に、アルキレンポリアミンボトムスは、２％未満、通常は１％（重量基準で）未満の約
２００℃より低温で沸騰する物質を有するものとして特徴づけることができる。テキサス
州フリーポートのＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから得られ、「Ｅ－１００
」と呼ばれる上記のエチレンポリアミンボトムスの典型的な試料は、１５．６℃において
１．０１６８の比重、３３．１５重量パーセントの窒素および４０℃で１２１センチスト
ークスの粘度を有する。ガスクロマトグラフィー分析によれば、上記試料は、約０．９３
％の「ライトエンド」（ほとんど十中八九は、ＤＥＴＡ）、０．７２％のＴＥＴＡ、２１
．７４％のテトラエチレンペンタミンおよび７６．６１％のペンタエチレンヘキサミン以
上（重量基準で）を含有する。これらのアルキレンポリアミンボトムスとしては、環状縮
合生成物、例えば、ピペラジン以上のジエチレントリアミンまたはトリエチレンテトラミ
ンの類似物が挙げられる。
【００３３】
　一実施形態において、アンモニウム塩および／または第四級アンモニウム塩は、塩化物
、ヨウ化物または臭化物などのハロゲン化物類、水酸化物、スルホネート類、ジメチルス
ルフェートなどのアルキルスルフェート類、スルトン類、ホスフェート類、Ｃ１～１２ア
ルキルホスフェート類、ジＣ１～１２アルキルホスフェート類、ホウ酸塩、Ｃ１～１２ア
ルキルホウ酸塩、亜硝酸塩、硝酸塩、炭酸塩、重炭酸塩、アルカノエート類、Ｏ，Ｏ－ジ
－Ｃ１～１２アルキルジチオホスフェート類またはそれらの混合物を含むアニオン性第四
級化対イオンを有する。
【００３４】
　一実施形態において、その第四級化対イオンは、ジメチルスルフェートなどのジアルキ
ルスルフェート類、Ｎ－オキシド類、プロパンおよびブタンスルトンなどのスルトン類、
メチルおよびエチルの塩化物、臭化物もしくはヨウ化物または塩化ベンジルなどのアルキ
ルまたはアラアルキルハロゲン化物類、およびジメチルまたはジエチルカーボネートなど
のヒドロカルビル（またはアルキル）置換炭酸塩から誘導することができる。
【００３５】
　一実施形態において、当該分散剤は、ヒドロカルビル置換アシル化剤のヒドロカルビル
置換カーボネート塩を含む。
【００３６】
　他の実施形態において、第四級対イオンは、塩酸、硫酸、酢酸、プロピオン酸、ギ酸、
メタンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、安息香酸、または少
なくとも１つのスルホン酸またはカルボン酸を含有する有機染料、特に例えば１９７１年
に発行されたカラーインデックス（Ｃｏｌｏｕｒ　Ｉｎｄｅｘ）の第３版に記載されてい
る少なくとも１つのスルホン酸基またはカルボン酸基を含有するアゾ、アントラキノンま
たはフタロシアニン染料から誘導することができる。
【００３７】
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　ヒドロカルビル置換アシル化剤の適当な塩の例としては、
　（ａ）米国特許第４２５３９８０号および／または米国特許第３７７８３７１号に記載
され、特許請求されている分散剤、すなわち、ピリジニウム塩のポリイソブチレンスクシ
ンイミドエステルラクトン、
　（ｂ）米国特許第４３２６９７３号および／または米国特許第４３３８２０６号に記載
され、特許請求されている分散剤、すなわち、ピリジニウム塩のポリイソブチレンスクシ
ンイミド、および
　（ｃ）米国特許第５２５４１３８号に記載され、特許請求されている分散剤、すなわち
、ポリアルキル無水コハク酸のポリアミノヒドロキシアルキル第四級アンモニウム塩との
反応生成物が挙げられる。
【００３８】
　（ａ）、（ｂ）および（ｃ）におけるヒドロカルビル置換アシル化剤のアンモニウム塩
および／または第四級アンモニウム塩を調製する方法は、各特許の実施例にさらに開示さ
れている。
【００３９】
　適当なスクシンイミドの第四級アンモニウム塩のその他の例としては、ポリイソブテニ
ル（３３５）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－プロパ－１，３－ジアミンスクシンイミドヨウ
化第四級アンモニウム、ポリイソブテニル（３３５）－Ｎ－メチル－Ｎ－（３－アミノプ
ロピル）モルホリノスクシンイミドヨウ化第四級アンモニウム、ポリイソブテニル（１２
００）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルプロパ－１，３－ジアミノスクシンイミドヨウ化第四級
アンモニウム、ポリイソブテニル（８５０）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルエタ－１，２－ジ
アミノスクシンイミドヨウ化第四級アンモニウム、ポリプロペニル（７００）－Ｎ，Ｎ，
Ｎ－トリエチル－プロパ－１，３－ジアミノスクシンイミド臭化第四級アンモニウム、ポ
リイソブテニル（３３５）－Ｎ－メチル－Ｎ－（３－アミノプロピル）ピペラジノスクシ
ンイミドヨウ化第四級アンモニウムおよびポリプロペニル（８００）－Ｎ－メチル－Ｎ－
（２－アミノエチル）ピペラジノスクシンイミド塩化第四級アンモニウムが挙げられる。
ヨウ化第四級アンモニウム塩を調製する方法は、米国特許第４１７１９５９号に記載され
ている。
【００４０】
　一実施形態において、上の式（１）は、分散剤である。式（１）由来の、Ａによって表
される基の例としては、エチレン、プロピレン、テトラメチレン、ヘキサメチレンおよび
２－ヒドロキシトリメチレンが挙げられる。
【００４１】
　式（１）由来の、Ｔによって表される基の例としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル
、ｎ－ブチル、ヘキシル、オクチルおよびオクタデシルが挙げられる。
【００４２】
　式（１）由来の、Ｔ２、Ｔ３およびＴ４によって表される基の例としては、メチル、エ
チル、ｎ－プロピル、ｎ－ブチル、ヘキシル、オクチルおよびオクタデシルなどのアルキ
ル、２－ヒドロキシエチルなどのヒドロキシル低級アルキル、ならびにシクロヘキシルが
挙げられる。
【００４３】
　式（１）由来の、アミン基と塩を形成する酸の例またはアニオンＷ－を含有する例は、
任意の無機酸または無色もしくは有色の有機酸、例えば、塩酸、硫酸、ジメチルスルフェ
ート、酢酸、プロピオン酸、ギ酸、メタンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸、ｐ－トルエ
ンスルホン酸、安息香酸、または少なくとも１つのスルホン酸またはカルボン酸を含有す
る有機染料、特に例えば１９７１年に発行されたカラーインデックス（Ｃｏｌｏｕｒ　Ｉ
ｎｄｅｘ）の第３版に記載されている少なくとも１つのスルホン酸基またはカルボン酸基
を含有するアゾ、アントラキノンまたはフタロシアニン染料であり得る。
【００４４】
　組成物中に存在する粒子状固体は、有機媒体中に実質的に不溶性である任意の無機また
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は有機の固体材料であり得る。一実施形態において、その粒子状固体は顔料である。
【００４５】
　適当な固体の例は、溶剤型インキ用の顔料；塗料およびプラスチック材料用の顔料、体
質顔料ならびに充填剤；分散染料；溶媒染浴、インキおよびその他の溶媒適用システム用
の蛍光増白剤および繊維助剤；油性および逆エマルション型ボーリング泥水用の固体；ド
ライクリーニング液中の汚れおよび固体の粒子；粒子状窯業製品；磁性材料および磁性記
録媒体；複合材料用のガラス、スチール、炭素およびホウ素などの繊維；ならびに有機媒
体中のディスパージョンとして適用される殺虫剤、農薬および医薬品である。
【００４６】
　一実施形態において、その固体は、例えばカラーインデックス（Ｃｏｌｏｕｒ　Ｉｎｄ
ｅｘ）（１９７１年）の第３版およびその後の改訂版、および「顔料」の見出しのある章
の下でのそれへの補足に記載されている顔料の任意の認証されている種類からの有機顔料
である。有機顔料の例は、アゾ、ジスアゾ、縮合アゾ、チオインジゴ、インダンスロン、
イソインダンスロン、アンサンスロン、アントラキノン、イソジベンズアンスロン、トリ
フェンジオキサジン、キナクリドンおよびフタロシアニンシリーズ、特に銅フタロシアニ
ンおよびその核ハロゲン化誘導体、ならびにさらに酸性、塩基性および媒染染料のレーキ
類に由来するものである。カーボンブラックは、厳密には無機であるが、その分散特性に
おいては、より有機顔料のように挙動する。一実施形態において、有機顔料は、フタロシ
アニン類、特に銅フタロシアニン類、モノアゾ類、ジアゾ類、インダンスロン類、アント
ランスロン類、キナクリドン類およびカーボンブラック類である。
【００４７】
　無機固体としては、体質顔料類および充填剤類、例えばタルク、カオリン、シリカ、バ
ライトおよび白亜など；粒子状セラミック材料類、例えばアルミナ、シリカ、ジルコニア
、チタニア、窒化ケイ素、窒化ホウ素、炭化ケイ素、炭化ホウ素、混合ケイ素－アルミニ
ウム窒化物および金属チタン酸塩など；粒子状磁性材料類、例えば、遷移金属類特に鉄お
よびクロムの磁性酸化物、例えばγ－Ｆｅ２Ｏ３、Ｆｅ３Ｏ４、およびコバルトをドープ
した酸化鉄、酸化カルシウム、フェライト特にバリウムフェライトなど；ならびに金属粒
子類、特に金属鉄、ニッケル、コバルト、銅およびそれらの合金類が挙げられる。
【００４８】
　その他の有用な固体材料としては、農薬類、例えば殺菌剤類のフルトリアフェン（ｆｌ
ｕｔｒｉａｆｅｎ）、カルベンダジム、クロロタロニルおよびマンコゼブなどが挙げられ
る。
【００４９】
　本発明の組成物中に存在する有機媒体は、一実施形態においてはプラスチック材料であ
り、別の実施形態においては有機液体である。その有機液体は、非極性または極性の有機
液体であることができる。
【００５０】
　極性有機液体として使用することができる有機液体の例は、インキ類、塗料類ならびに
塗料類およびインキ類などの様々な用途で使用するためのチップの調製に適するようなフ
ィルム形成性樹脂である。かかる樹脂の例としては、ポリアミド類、例えばＶｅｒｓａｍ
ｉｄ（商標）およびＷｏｌｆａｍｉｄ（商標）など、ならびにセルロースエーテル類、例
えばエチルセルロースとエチルヒドロキシエチルセルロース、ニトロセルロースと酢酸酪
酸セルロース樹脂類（それらの混合物を含む）などが挙げられる。塗料樹脂類の例として
は、短油アルキッド／メラミン－ホルムアルデヒドまたは長油アルキッドが挙げられる。
【００５１】
　一実施形態において、非極性有機液体は、脂肪族基、芳香族基またはそれらの混合物を
含有する化合物である。非極性有機液体としては、非ハロゲン化芳香族炭化水素類（例え
ばトルエンおよびキシレン）、ハロゲン化芳香族炭化水素類（例えば、クロロベンゼン、
ジクロロベンゼン、クロロトルエン）、非ハロゲン化脂肪族炭化水素類（例えば、６個以
上の炭素原子を含有し完全に飽和しているものと部分的に飽和しているものとの両方の直
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鎖状および分枝状脂肪族炭化水素類）、ハロゲン化脂肪族炭化水素類（例えば、ジクロロ
メタン、四塩化炭素、クロロホルム、トリクロロエタン）および天然の非極性有機物類（
例えば植物油、ヒマワリ油、アマニ油、テルペン類およびグリセリド類）が挙げられる。
【００５２】
　一実施形態において、有機液体は、総有機液体を基準として少なくとも０．１重量％ま
たは１重量％以上の極性有機液体を含む。一実施形態において、その有機液体は水を含ま
ない。
【００５３】
　当該プラスチック材料は、熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂であり得る。本発明で有用
な熱硬化性樹脂としては、加熱し、触媒作用を加え、またはＵＶ照射にさらされたとき、
相対的に不溶解性となる化学反応を受ける樹脂が挙げられる。熱硬化性樹脂における典型
的な反応としては、不飽和二重結合の酸化、エポキシ／アミン、エポキシ／カルボニル、
エポキシ／ヒドロキシル、ポリイソシアネート／ヒドロキシ、アミノ樹脂／ヒドロキシ成
分の使用によって生じる反応、ポリアクリレートのフリーラジカル反応、エポキシ樹脂と
ビニルエーテルのカチオン重合、シラノールの縮合が挙げられる。
【００５４】
　一実施形態において、熱可塑性樹脂としては、ポリオレフィン類、ポリエステル類、ポ
リアミド類、ポリカーボネート、ポリウレタン類、ポリスチレニクス（ｐｏｌｙｓｔｙｒ
ｅｎｉｃｓ）、ポリ（メタ）アクリレート類、セルロース類およびセルロース誘導体類が
挙げられる。前記組成物は、多くの方法により調製することができるが、溶解混合および
乾燥固形混合が一般的な方法である。
【００５５】
　必要に応じて、該組成物は、その他の成分、例えば、樹脂（これらは事前に有機媒体を
構成する性質は有さない）、結合剤、流動性付与剤、堆積防止剤、可塑剤、界面活性剤、
消泡剤、レオロジー調整剤、レベリング剤、光沢調整剤および保存料を含有することがで
きる。
【００５６】
　該組成物は、一般的には１から９５重量％までの粒子状固体を含有し、その正確な量は
その固体の性質に依存し、その量はその固体の性質およびその固体と極性有機液体の相対
密度に依存する。例えば、その固体が有機顔料などの有機物質である組成物は、組成物の
全体重量を基準として、一実施形態においては、１５から６０重量％の固体を含有し、一
方その固体が、無機の顔料、充填剤または体質顔料などの無機材料である組成物は、一実
施形態においては、４０から９０重量％の固体を含有する。
【００５７】
　該組成物は、分散体を調製するための通常の既知の方法のいずれかによって調製するこ
とができる。かくして、固体と、有機媒体と分散剤とを任意の順序で混合し、その混合物
を次に、分散体が形成されるまで、例えばボールミル粉砕、ビーズミル粉砕、グラベルミ
ル粉砕（ｇｒａｖｅｌ　ｍｉｌｌｉｎｇ）またはプラスチックミル粉砕（ｐｌａｓｔｉｃ
　ｍｉｌｌｉｎｇ）することによって固体の粒子を適切な大きさに小さくする機械的処理
にかけることができる。別法では、その固体はその粒径を小さくするために、独立して、
または有機媒体もしくは分散剤のいずれかと混合して処理し、他の１つの成分または複数
の成分をその後に添加し、その混合物を撹拌して組成物を提供することもできる。
【００５８】
　本発明の組成物は、液体分散体に特に適している。一実施形態において、かかる分散体
組成物は、
　（ａ）０．５から３０部の粒子状固体、
　（ｂ）０．５から３０部の式（１）の化合物および／またはヒドロカルビル置換アシル
化剤の塩、および
　（ｃ）４０から９９部の有機液体を含み；ここですべての部は、重量部であり、量の（
ａ）＋（ｂ）＋（ｃ）＝１００である。
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【００５９】
　一実施形態において、構成要素ａ）は、０．５から３０部の顔料を含み、該分散体は（
液体）インキ、塗料およびミルベースとして有用である。
【００６０】
　組成物が乾燥した形の粒子状固体および式（１）の分散剤ならびに／またはヒドロカル
ビル置換アシル化剤の塩を含むことを必要とする場合、その有機液体は、一般的には揮発
性であり、その結果それは粒子状固体から蒸発などの簡単な分離手段によって容易に除去
することができる。一実施形態において、該組成物は、有機液体を含む。
【００６１】
　乾燥組成物が本質的に式（１）の分散剤および／またはヒドロカルビル置換アシル化剤
の塩ならびに粒子状固体からなる場合、それは、一般的には、粒子状固体の重量を基準と
して、少なくとも０．２％、少なくとも０．５％または少なくとも１．０％の式（１）の
分散剤および／またはヒドロカルビル置換アシル化剤の塩を含有する。一実施形態におい
て、該乾燥組成物は、粒子状固体の重量基準で、１００重量％を越えない、５０重量％を
超えない、２０重量％を超えないまたは１０重量％を超えない式（１）の分散剤および／
またはヒドロカルビル置換アシル化剤の塩を含有する。
【００６２】
　上文で開示したように、本発明の組成物は、粒子状固体が式（１）の化合物および／ま
たはヒドロカルビル置換アシル化剤の塩の存在する有機液体中でミル粉砕されるミルベー
スを調製するのに適している。
【００６３】
　かくして、本発明のなおもさらなる態様によれば、粒子状固体、有機液体および式（１
）の化合物ならびに／またはヒドロカルビル置換アシル化剤の塩を含むミルベースが提供
される。
【００６４】
　一般的に、該ミルベースは、ミルベースの全体重量を基準として２０から７０重量％の
粒子状固体を含有する。一実施形態において、該粒子状固体は、ミルベースの１０重量％
未満または２０重量％未満であることはない。かかるミルベースは、ミル粉砕する前か後
のいずれかに添加した結合剤を必要に応じて含むことができる。
【００６５】
　その結合剤は、有機液体の蒸発に伴って組成物を結合することができるポリマー材料で
ある。
【００６６】
　該ミルベース中の分散剤の量は、粒子状固体の量に依存するが、一般的にはミルベース
の０．５から５重量％である。
【００６７】
　本発明の組成物から製造される分散体およびミルベースは、コーティング類および塗料
類、とりわけハイソリッド塗料類；インキ類、とりわけインキが熱または圧電手段によっ
て一般的にはオリフィスから噴出されるドロップオンデマンド印刷機の場合における非接
触印刷のためのインキを含む特にフレキソインキ、グラビアインキおよびスクリーンイン
キ；非水性セラミックプロセス類、特にテープコーティング、ドクターブレード、押出し
および射出成型タイプのプロセス類；複合材類、化粧品類、接着剤類およびプラスチック
材料類における用途に特に適している。
【００６８】
　本発明を以下の実施例によりさらに説明するが、量についての言及は、変更の断りがな
い限りすべて重量部である。
【実施例】
【００６９】
　（中間体１：３－ジメチルアミノプロピルアミンによるスクシンイミドの合成）
　数平均分子量が９５０～１０００（そしてポリイソブチレン鎖当りの無水マレイン酸の
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平均が１．３）のポリイソブチレン無水コハク酸（２０３．７ｇ）を、窒素のゆっくりし
た流れのもとで、１００℃で撹拌した後、３－ジメチルアミノプロピルアミン（ＤＭＡＰ
Ａとも呼ぶ）（３１．２２ｇ）をゆっくり滴下して加え、その混合物を１００℃で３時間
にわたって撹拌した。その混合物を次に窒素雰囲気下で、１８５℃で３時間撹拌し、過剰
のＤＭＡＰＡをこの段階の間に除去する。褐色の粘稠な液体（２１６ｇ）が得られる。生
成物の塩基当量は、１０９３ｍｇと測定される。これが中間体１である。
【００７０】
　（中間体２～１４）
　中間体２から１４をポリイソブチレン無水コハク酸の特性値が次のものであること以外
は中間体１と同様の工程によって調製する：
【００７１】
【表１－１】

【００７２】
【表１－２】

脚注：
　ＤＡ　ＰＩＢＳＡを、直接アルキル化法または「エン」反応によって調製する。この「
エン」反応は、Ｂ．Ｃ．　ＴｒｉｖｅｄｉおよびＢ．Ｃ．　Ｃｕｌｂｅｒｔｓｏｎにより
編集され、１９８２年にＰｌｅｎｕｍ　Ｐｒｅｓｓにより出版されたＭａｌｅｉｃ　Ａｎ
ｈｙｄｒｉｄｅの１４７～１４８頁に要約されている。
【００７３】
　ＣＬは、米国特許第６４４０９０５号、または同第６１６５２３５号、または同第３１
７２８９２号、または同第４２３４４３５号に記載されているようなディールスアルダー
法によって調製されたＰＩＢＳＡを示す。
【００７４】
　（中間体１５～２１）
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　中間体１５から２１は、以下に明らかにされている違いを除いて中間体１と同様の方法
で調製される：
【００７５】
【表１－３】

　（分散剤１）
　中間体１（１００ｇ）を、窒素のゆっくりした気流下でトルエン（１１０．９６ｇ）中
で１５分間撹拌した後、ジメチルスルフェート（１０．９６ｇ）を加える。得られた混合
物を、次に９０℃でさらに４時間撹拌し、褐色の液体（２２０ｇ）を生じさせる。これが
分散剤１である。
【００７６】
　（分散剤２～１１）
　分散剤２から１１は、中間体２から１１をそれぞれに使用する以外は分散剤１について
記載したものと同様の方法によって調製する。
【００７７】
　比較例１は、分散剤なしで調製したミルベースである。
【００７８】
　（分散剤１２）
　５００ｍｌのフランジフラスコに中間体１（２００ｇ、１当量）を仕込む。その内容物
を撹拌し、９０℃に加温する。塩化ベンジル（１３．５ｇ、０．１１モル、０．９５当量
）を３５分かけて滴下して加え、その混合物を７０時間撹拌する。得られる生成物は、褐
色の粘稠な液体で、収量は２０４ｇ（９６％）である。
【００７９】
　（分散剤１３）
　６００ｍｌのオートクレーブに、中間体１（２００ｇ、１当量）、ジメチルカーボネー
ト（１９．９１ｇ、０．２２モル、２当量）およびメタノール（３５．５６ｇ、１．１１
モル、１０当量）を仕込む。容器を窒素で３回パージし、内容物を１４５ｐｓｉで２０時
間１４０℃に加熱する。内容物を次に冷却し、過剰のジメチルカーボネートおよびメタノ
ールを真空蒸留によって除去する。得られる生成物は、収量２４６ｇ（９７％）の褐色の
液体である。
【００８０】
　（分散剤１４）
　５０ｍｌのフラスコに中間体１（１０ｇ、１当量）およびトルエン（１１．２ｇ）を仕
込む。その内容物を撹拌し、９０℃に温める。１，３－プロパンスルトン（１．０２ｇ、
０．００８３モル、０．９５当量）を３５分間かけて滴下して加え、その混合物を１時間
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撹拌する。得られる生成物は、２２ｇの収量（９６％）の琥珀色の液体である。
【００８１】
　（分散剤１５～２４）
　分散剤１５から２４は、中間体１２から２１をそれぞれに使用した以外は分散剤１につ
いて記載したものと同様の方法によって調製する。
【００８２】
　（分散剤２５）
　分散剤２５は、５１６．５ｇの中間体１と同様の方法で調製した生成物を、１９２．７
ｇのメタノール、２７．４ｇの酢酸および１０９．８ｇのスチレンオキシドと容器中であ
らかじめ混合することにより調製する。その容器の内容物を、７０℃で４時間還流させる
。その生成物を、ディーンスターク装置を用いてメタノールを蒸留するために１００℃に
加熱し、続いて過剰のスチレンオキシドを除去する。得られた生成物は、周囲温度まで冷
却する。
【００８３】
　（ミルベースの調製）
　分散剤１～２４および比較例１を使用して一連のマゼンタ色のミルベースを調製する。
そのミルベースは、分散剤１から１１（０．３８ｇ）を６．４７ｇのトルエンの溶媒混合
物中に溶解することによって調製する。ガラスビーズ（３ｍｍ、１７部）およびＭｏｎａ
ｓｔｒａｌ　Ｂｌｕｅ　ＢＧ（旧Ｈｅｕｂａｃｈ、ビグメントブルー１５．１部）、０．
１５ｇのソルスパース（登録商標）５０００（流動化剤）を加え、その混合物を水平振と
う器上で１６時間振とうした。得られた分散体は、次いでＡからＥ（良から不良）の任意
の尺度を用いて流動性の評価をした。分散剤２から１１に対して得られたミル粉砕グレー
ドを下の表２に示す。比較例１は、Ｅのミル粉砕グレードを有する。
【００８４】
【表２】

　本明細書で使用される用語「ヒドロカルビル置換基」または「ヒドロカルビル基」は、
当業者には周知のその通常の意味で使用される。特にそれは分子の残り部分に直接結合し
ている炭素原子を有しており、主として炭化水素特性を有している基を指す。
ヒドロカルビル基の例としては、
　（ｉ）炭化水素置換基、すなわち、脂肪族（例えばアルキルまたはアルケニル）、脂環
式（例えばシクロアルキル、シクロアルケニル）置換基、ならびに芳香族置換、脂肪族置
換、および脂環式置換の芳香族置換基、さらには環が分子の別の部分を介して完成してい
る（例えば２つの置換基が一緒に１つの環を形成している）環状置換基；
　（ｉｉ）置換炭化水素置換基、すなわち、置換基の主として炭化水素の性質を本発明に
照らして変えることのない非炭化水素基（例えば、ハロ（特にクロロおよびフルオロ）、
ヒドロキシ、アルコキシ、メルカプト、アルキルメルカプト、ニトロ、ニトロソ、および
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　（ｉｉｉ）ヘテロ置換基、すなわち、本発明に照らして主として炭化水素特性を有して
いるが、本来なら炭素原子だけで構成されている環または鎖中に炭素以外を含有している
置換基が挙げられる。ヘテロ原子としては、硫黄、酸素、窒素が挙げられ、ピリジル、フ
リル、チエニルおよびイミダゾリルなどの置換基を包含する。一般に、２個以下、または
１個以下の非炭化水素置換基がヒドロカルビル基中の１０個の炭素原子毎に存在し、一般
的にはヒドロカルビル基中には非炭化水素置換基は存在しない。
【００８５】
　上で引用したそれぞれの文献は、参照により本明細書に組み込まれる。実施例の場合、
または別に明記されている場合を除いて、材料の量、反応条件、分子量、炭素原子の数な
どを特定している本記述中のすべての数量は、単語「約」によって修正されるものと理解
されるべきである。他に指摘のない限り、本明細書で言及されている各化学物質または組
成物は、異性体、副生成物、誘導体、および商用銘柄には存在することが通常理解されて
いるその他のそのような物質を含んでいる可能性のある商用銘柄であると解釈すべきであ
る。しかしながら、各化学成分の量は、他に指摘のない限り、市販材料中に習慣的に存在
し得る任意の溶媒または希釈油を除外して存在する。本明細書に示されている上限および
下限量、範囲、ならびに比率の限界は、独立して組合せることができるものと理解すべき
である。同様に、本発明の各要素の範囲および量は、任意の他の要素の範囲および量と一
緒に使用することができる。
【００８６】
　本発明の少数の実施形態が上では記載されているに過ぎないが、本発明の精神および範
囲から逸脱することなく多くの修正を加えることができることを認識すべきである。すべ
てのそのような修正は、以下の特許請求の範囲によってのみ限定される本発明に含まれる
ものである。
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